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1.は じめ に
本書は,著者レオナルド･ネノー ･カルデイラ17oラント (ブラジルのミナス･ゾユラ
イス大学 UniversidadeFedera一deMlnaSGerais国際法担当教授)か2000年にパリ第10
大学に提出した博士論文てあり,国際法に1,tける既判力原則に関する従来の研究を渉猟し,
再構成した極めて貴重な業績である｡当論文の審査員アラン･プレ (AlainPelet)が序文
で指摘するように,既判力原則はその重要性にもかかわらず,｢奇しくも未だかつて包括的
ことは,国際裁判学に限らず国際法学全体にとって有益な学問的財産となろう｡
他方,体系的叙述に多々見られるように,本書は決して一読Lて全てを理解できるよう
な代物ではなく,その内零を十分に噛締めるには塊つかの-一 ドルを越える必要がある｡
その第1は客観寺_義国際法理論であり,著者の目的を端的に言い表せば,意思主義国際法
理論からの離脱.すなわち客観主義国際法理論による既判力概念の再構築と言うことが千
きるo第2の-一 ドルは著者の比較法アプローチであるO著者は既判力概念の内容を特定
するにあたって,まずは国内民事訴訟法をふんTlんに参照しつつ,そこに大陸法系規則と
アングロ･サクソン法系規則の混在をWLJ,Ltiす｡そして,この縫れた糸を解きほぐすために,
ローマ法 (格言)にまで遡って既判力概念を定義付けようと試みるのである｡
このように.本書が採用する方法論は随分と個性的なものであるため,その主張内容も
大いに独自色が強いものと期イ寺が高まるかも知れか -が,予想に反して,本吉の主張内容
自体は複雑でもなければ突飛でもない｡すなわち,｢法的安定性｣あるいは ｢平和維持｣と
いう ｢社会的必要性｣を根拠として,｢義虜的･確定的効果｣としての既判力原則か認めら
れる(p.7),というのがそのエッセンスであr).既判力の実体的内容に関しては従来の学
説と大きく異なるところはないOそれ故,本書の醍醐味は,ひとえにその方法論上の独自
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性を如何に評価するか,という点にかかっていると言ってi:いであろうOそれでは,以下
で,まず著者の主張内容を概観し,その後で紹介者のコメントを付しておこう0
2.内容の紹介
第 1繍 国際法上の既判力原則- 原則の内容の探求 (pp.1ト73)
第1草 ｢既判力原則- 国際法の現実｣ (pp,15-44):国際法上の既判力原則はロ-マ法
を導入したものであり (p.16),同様に ｢法の一般原則｣としても認められるが (pp.23-
24),これは国内法上の既判力原則を単純に移し変えたものではないu既判力概念は｢社会
的必要性｣という国際裁判の観念そのものに由来するものである(p.27)｡また,既判力原
則そのものは国際慣習法として認められていると同時に,判例や条約でも広く認められて
いるが (pp.40-42),その定義についてはr分とは言えないd
第 2章 ｢国際法上の既判力仮Rrjの意味内容に関する明確性の欠如｣ (pp.45-73)'学説
上 既判力の発生には｢当事者｣(f･ersDna),｢請求｣(petium),｢請求原閃｣(causapelendi)
という3要素の合致が必要とされるが,これらの要素を評価するための客観的規則は存在
しない(pp43-45)Oそこで国内法を参照すると,一方で-]モンロー体系においては,主に
手続的側面から既判力抗弁 (exL･ePiorefjudicalae)あるいは一事不再理規則 (nehisl'n
idem)が強調されるO他九 大陸法体系では｢既判事項の確走力｣(1aforcedechosejugee)l'
と｢既判事項a)権威｣(l'autoritさdechosejugee)が区別され,確定判決はその時点で｢既
判事項の権威｣を得るが,執行停止手段が尽くされた段階で ｢既判事項の確定力｣を得て,
そこで初めて執行可能となる(p.53)｡国際法上は判決の執行を停止させる上訴手続は稀に
しかか -ので,｢既判事項の確定力｣は｢既判事項の権威｣と同様の意味を持つことになるO
以上を踏まえて国際法上の既判力原則を定義すると,既判力は紛争を確定的に終結させる
という ｢社会的必要性｣(lanacessitさsociale)に根拠を有しつつ,そG,)内容は,｢訴訟当
事者にとって判決が義務的で確定的であること｣を意味する(pp.58-60)Dさらに,この｢義
務性｣と ｢確走性｣の2つの性賓は補完的なものであるO
第2繍 国際法上の既判力原則の範囲特定メカニズムとしての既判力構成要素の範囲(pp,
75-182)
第3章 ｢前判決に対する既判事項の構成要素の同一性｣(pp.79-141):既判力の ｢人的｣
八
九 1)フランス法上の ｢既判事項の確走力｣(forcedeJachoseJugさe)の概念については以下の説明
を香取 ｢執行を停止する不服申立recourssuspensifが許されない判決の効力 (新民訴500粂以
下)をいい,｢既判事項の権威 autorltedechoseJugee｣とは区別されるOすなわち,判決は言
渡し後に直ちに ｢既判事項の権威｣を有するが (新民訴480粂).通常の不服申JL,:(控訴appe】ま
たは故障申立opposit】on)が尽きた時点で,判決は既判事項の確定力を得る｣o山口俊夫編r7ラ
ンス法辞典』(東京大学出版会 20n2年)238頁｡
58
同 法 (55-1) J88
手回Lか既判力を援用できない｣(resinteraliobjudicataalisnequenocelProdesl)と
いう性質は,意思主義的 (volontarjste)で契約的 (contractuele)な国際法観を示すもの
である(p.81)｡他方,訴外の第三図-の判決効の拡大に関しては,第三者法益原則と訴訟
参加制度が問題となるが,既判力の相対効によって第三者法益が保護されるという裁判所
の理由付けは形式的でしかない (p.90)o同時に,対物訴訟判決 (lesdecisionsm-n yem ≫)
の ｢対世的｣効果を認める学説もあるが,領域権原の対世的性質と判決の対世的効果は別
個のものである (p.103)o次に,｢事項的｣(Tlationemale/7'ae)要件として r請求｣と ｢請
については,裁判所が訴訟の目的･対象 (objet)を ｢解釈する権肯EJを有することから,
結果的に訴訟の目的 ･対象は裁判所によって判断された目的 ･対象 (l'objetjuge)から導
かれることになる (p.136)｡
第4章 ｢国際法上の既判力の遠心的側面｣(pp.143-182):続いて既判力の外延について
検討する｡まず第 1に,匡l際法上 ｢先例拘束｣原則は認められていないものの,裁判所規
程38条 1項(d)で認められているように,先例には ｢指導的性質｣(unequalitedirective)
あるいは ｢高い説得的価値｣(lafortevaleurpersuasive)が認められるOそれ臥 先例
は当該事案の枠を越えて効果を有し,規程59条の枠を越え出る｡実際に,裁判所は判例の
｢継続性｣(lacontinuite)に敏感であり,事実上先例に服従している (pp.144-148)O同
時に,慣習国際法や多数国間条約の解釈を扱う場合,判決は ｢事実上の権威｣ (1'autorite
defacfo)を有する (p.163)O第2に,既判力を有するのは判決理由 (motifs)を除く判
決主文 (dispositif)に限定されるため (p.169),主文の射程を越える判決理由は規範的内
容を持たないが,他方で.実際の判決解釈手続では判決理由が一定程度考慮されており.
主文の範囲を越えない限りで判決理由も拘束力を有する｡
第3甫 国際法における既判力原則の適用一 適応と変容の間の均衡 (pp.185-262)
第5章 ｢匡1際法固有の規則-の既判力刷 りの適合｣(pp.19ト222):第1に,既判力は｢裁
判行為｣(1'actejuridictionnel)2)に付随する法的効力であり,｢既決力｣(1'autoritedela
2)｢裁判行為｣(actejuridjctionnel)については以下を参軌 ｢[基本的に][裁判機関の裁判機能
に基つく判決jugement,arret,命令ordonnance.裁定sentenceなどの]裁判行為,司法行為
(文書)Dこの意味では,立法行為 acteleglSlatif,行政立法行為 acter巨glementaire,行政上
の行為acteadminlStratif,約定による行為acteconventionnelに対比され,また,裁判機関の
行為であっても,裁判機能に基つくものではか 司法行政上の行為acted'administrationiud)'ciaire 八
も含まか-｣D｢[狭義]争訟裁判行為o裁判機関 juridictionが,組織化された手続 proc昌dure 八
Organiseeを経て,争訟を解決 trancherlacontestationする行為であり,それによって,既判
事項の権威 autoritedechosejugeeを取得する｣O｢[広義]裁判行為o上述の ｢裁判機関｣｢組
織化された手続｣｢争訟の解決｣の3要素のうちの一つによって特徴づけられる行為についてもい
う｡この意味では,例えば,非訟事件における措置decis10ngraCieuseもそれに含まれる｣ol]J
口･前掲注(1),320頁0
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chosedさcidee)3)と異なるo既決力が ｢合意拘束｣傾別に依拠するのに対し,既判力の根源
は裁判上の争いの解決 (litiscontestatio)4'に臥Hされるoなお,既判力と裁棚 ｣為の ｢形
式的｣連関については,既判力の有無が裁判か否かを決記する基準とされるo他力で,両
名の ｢実質的｣連関については,裁判所の公正 Itl立で不偏的な性質が既判力の正当性を
強化する(p202)と同時に,既判力か乎相維持,凶際安全,法的安定性といった社会的機
能を果たしているD第2に.匡]際判決の実効件に関しては,国際裁判の判決執行制度には
不十分な点がある｡最終的に国際判決を尊市するか否かは ｢選択の問題｣であり,損得勘
定に根差した国家の主観的評価 こ依存する｡他方で,国際判決の法作は実効性とは別個の
法裁判所では3つの判決不履行事例があるのみであり,判決の実効性 (積極的既刊jj)は
当事国問の争いの最終的解決に寄与しているOこ:)した判決の力は ｢事実上の権威｣
(1･autoritedefacto)であり,平和維持 という道徳的義務や国際社会に対する信用を勝ち
取るという政治自岬｣益がこれに該当する (p.219)｡以上より,棺極的既判力は,意思主義
という主観的気質 (leshumeurssubjectives)よりもむしろ,｢社会的必要性｣に根ざした
価値の客観的一致によって特徴付けられる国際法を重視することに貫献する (p･222)｡
第6章 ｢国際法の内容の変答メカニズムとしての既判力｣(pp.223-262)-･第1に,国際
裁判では伝統的に同意煉別が認められてきたが (p.229),既判力の根源は ｢合意は拘束す
る｣原則に依拠した契約的秩序を越え出るQ例えば.管轄権決lji権にiって国家の同意の
拒絶にも拘わらず管轄権が設･JLIされ,また,応訴管轄権によ-'てlE懐 の明示の同意なLに
管轄権が設定される(pp.239-240)oすなわち,一旦国家か紛争解決を裁判に付する瓜 二同
意を与えると,その後は国家は客観法規則の枠州 こ位置つけられるO また,国際裁判の存
在自体が平和維持のための｢協力の必要性｣を示しており,既判力はその｢共同利益｣(un
interetcolectif)を表す (p.234)O第2に,裁判による紛争解決は国際共同体のiF_義とい
う上位利益に対応する (p.250)｡その根拠としては,第1に,国家は国際関係において信
用や信頼を得ることに重大な利益を有しており,国際共同体か ｢心理的力｣(une force
psychologique)を有し,その権威が ｢黙示的な説得能力｣ (1acapacltedcpersuasion
tacite)として表れるからである(p.252)｡第2に,強行規範を扱う判決の義務が国際共同
体全体に及ぶ点(pp.253-262),あるいは国際司法裁判所が国連の政治機関の決走に対する
コントロール権限を有するという点 (p.255)から,国際司法裁判所が ｢国際共同体の｣主
要な司法機関として親能している点を挙げることができる (p.258)a
3) ｢既決力｣(autoritさdechosedecidee)については以Fの説明を参軌 ｢既決力｡予光的特権
privHとgeduprealableなど,行政上の執/T力ある決定に認めJ'れる効果についての学説上での
女親｣L,ELrll･前掲注(1),47頁O
4)li/I-sconledal'0 ｢争点の決定,争点決定｣o柴LJ九億 『法律ラテン語辞典』(f]本評論社 1985
年)210頁D
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第4鵜 既判力原則と国際裁判判決の固定性と柔軟性という矛盾要求 (pp263-358)
1に,既判力は ｢真実推定｣(unepresumptiondevさrite)から生じているが,実際には
真実推定が現実と合致することが望ましいため,例外的に｢不服申立手続｣(voiederecours)5)
が認められる (pp.269-272)｡他方で,既刊ノJは訴訟に外在する社会的･政治的必要性によ
って正当化されるのであり(p.284),それ故,秩序と法的安定性を求める点に｢真実推定｣
の基礎が見出される｡第2に,国際判決のil二在日休か国際共同体の存在的価値である平和
維持に基づ くものである以上 既判力もやはり平和維持のコロラリー である (p.291 )｡た
だし,司法的解決がその他の紛争解決手段よりも優越性を有するわけではなく,国家か交
渉による蹟接的解決を望むこともあるOここには既判力に対する国家の ｢唆味な態度｣が
表れているOすなわち,一方で国家は裁判利用に政治的利用価値を見出すが (自lz)の信義
を表したr),当事国間の力関係を排除する点),他方で,既判力G7)厳格性に起因する判決の
攻撃不可能性によって国家の不信かもたらされているのである (p,307)0
第8章 ｢国際法上の既判力原則の束軟性の基礎としての社会的必要性｣(pp.309-358日
第1に既判力の ｢直接的緩和｣については,判決の確定性と対立する ｢健全な司法｣(une
bonnejustice)という根本的考慮に基っいて l二訴や再審が認められている｡国際刑事法上
の上訴手続では,刑事法分野に特有の道徳的正当化,および人権保護という価値:判断が働
いてお1り,法的安定性よりもむLろ ｢よき判断｣の必要性が求められている｡再審は既判
力l朗 りを根本的に穀損するため,極めて例外的なものであるが,これが認められるのは｢健
全な司法｣という｢社会的必要性｣によって既判力を譲歩させるためである(pp312-323)o
第2に既判力の ｢間接的緩和｣については,判決後の当事国間の交渉と勧告的意見はいず
れも ｢紛争をよりよく解決する｣という｢il二全的必要性｣に基づいている (p.330)｡判決
後の当事国間交渉は原則として判決の既判力を排除し得ないが,判決の内容を修正し得る
(p.336)｡また,既判力原則の碩耐生を代替するものとしては,勧告的意見手続や WTO
紛争処理システムのように,裁判による解決と政治的解決の中間のような紛争解決方法が
見られる (pp.341-351)o
結 論 (pp359-361)
第1に,既判力の定義に関しては,判決の確定的 ･拘束的効果とみなすことについて完
全な一致が見られる｡第2に,他方でその範囲については裁判所の解釈によって左右され
るという問題かある｡第3に,既判力の｢規範的内容の力｣(lapuissance)については｢国
際共同体の総体｣(1'ensernbledelacornrnunautさinternationale)を無視することはでき -
5) ｢不服申立｣(volederecours)の7ランプ､法上の用語法については以下の説明を参胤 rlul決
の全部または一部につき,変更reformation,馴肖retractatlOnまたは破穀cassatlOnを求める
司法上の手段｡通常の不服申立recoursordlnalre(故障申立opposition及び控訴appel)と特
別の不服申立recく)urSeXtraOrdinalre(第三者異議の訴えtierceopposition,再審の訴えrecours
enrevision.破穀申立pourvoiencassatlOn)かある｣J山口･前掲注(1),628乱
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ないDすなわち,判決の効力 (1'efficacite)は当事国に対する裁判所の ｢階層的地位｣(]a
placehi6rarchique)に存すると同時に,国際共同体における信用を維持するために信義誠
矢を示すという国家の利益にも存するO第4に,それ乱 既判力原則は社全体(corpssocia】)
と分離することはできず,また,法的安定性によって平和を維持するという国際共同体の
一般意思とも分離することはできないD第5に,以上より,法実証主義は国際法上の既判
力原則の適用の複雑さを説明しておらず,逆に,既判力は国際共同体の利益に根ざす国際
法に資するものであるD
3.コ メ ン ト
(1)全体について
まず本書について総体的な評価を試みるとすれば,本書は国際法上の既判力原則の定義
や効果や起源に加え,その基盤や理念など多岐に渡る論点について幅広く検討した労作で
あることに疑いはないOまた.客観主義国際法理論に基づ く立論や国際共同体論,あるい
は紛争処理システムの全体的把握など,特徴ある主張が随所で展開されており,従来の国
際裁判研究の手法には見られない斬新さも見受けられるOとは言え,本書には確固とした
問題意識が欠如しており,敢えて言えば既判力原則に纏わる論点を全て語ろうとする著者
の姿勢が見え隠れする｡論点の多様性は本書の長所の1つであるが,他方で,網羅的な論
点を強引に関連付けようとするため,著者の用語法には ｢既判力原則の遠心的側面の積極
的観念｣といったように,極めて人為的で不自然なものが多く,本書の理解を妨げる一因
となっている｡また,論点が網羅的とは言え.後に見るように判決の無効原因論のような
重要論点が抜け落ちているという点も宕過し得ない｡さらに,扱う対象が拡張している反
面,分析素材が限定されているという点も指摘し得るOすなわち,本書は ｢国際法上の｣
既判力を扱うものの,その検討対象は主として国際司法裁判所(PCIJとICJ)に限定され,
国際海洋法裁判所や各種人権裁判所は排除されているo他方で,上訴手続に関しては,突
然,国際刑事裁判所の上訴裁判部の検討が行われる(pp.313-322)｡確かに,今日の法状態
に鑑みて,国際刑事法上の上訴手続に注目すること自体には違和感はないかも知れないが,
他方で,伝統的国際裁判における例外的な｢上訴｣事例であるオリノコ汽船会社事件 (1910
年常設仲裁裁判所判決)には一切触れられておらず,著者の検討対象の絞り方には偏りが
あるように思われる｡
(2) 方法静について
次に.著者が採用する方法論上の問題点を指摘しておこうO第1に,著者は随所でロー
マ法格言からの清掃的推論を用いる｡例えば著者によれば,｢既判力の根拠は IntereStref
♪ublicaeutsit.finislilium という格言によって示されるo従って,[-･]既判力原則の目
的は,本質的には訴訟が終結することが公の利益である,という幸美から導かれる｣と言
う(p.49)oLかしなから,ローマ法概念と国際法原則の関係が諭証されていない以上 ロー
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マ法格言から特定の法命題や概念定義を導き出す著者の方法論は明らかに説明不足であるO
第2に,著者は国内訴訟法上の既判力概念を丹念に掘り起こしているか,本書に限って言
えばこの国内法比較アプローチが成功しているとは言い難いOそもそも著者自身,国際法
上の既判力が固有の性質を持つことを主張しており,さらに,著者は最終的に既判力に関
する国内法上の分類概念か国際法上の既判力の内容に無関係であるという立場を取るから
である｡第3に,本書の採用する二項対立構成には一見して無理があり,用語選択の面で
の弊害が顕著に表れている｡例えば,既判力原則の ｢遠心的側面｣の ｢消極的観念｣と｢積
極的観念｣が対置されており,このような不必要な対立概念の構築は,必然的に目次と内
容の間に燕錐を生ぜしめ,読者の理解を妨げる大きな原因となっている｡
(3) 法理論について
本書の最大の特徴は ｢客観主義法理論｣ 6'の採用にあり (pp.227-228),この点に関する
著者の主張は本書の中で繰り返し登場するOすなわち,｢法的安定性｣という｢社会的必要
性｣に既判力の基盤を求めるというものである (p.284)O他方で,著者の関心は単に既判
力概念の再構成に止まらず,既判力原則を通じて国際共同体の共通利益概念の誕生,すな
わち国際社会の ｢変容｣までも立証しようという目論見に繋がっている7)aLかしなから,
このような著者の目論みが本書において成功していると言うには幾つかの難点が見受けら
れるC以下,この点を検討しておこう｡
まず第1に,なぜ既判力の意思主義的説明では不十分なのかという点が明らかにされて
いない｡確かに著者はこの点について,管轄権決定権と応訴管轄による職権的管轄権認定
を根拠として提示している｡しかしながら,裁判所の職権的権限が意思主義からの離脱を
意味するのであれば,裁判規程上のあらゆる権限か国家の意思から ｢独立｣したものとし
て,｢客観主義的に｣説明されなければならなくなる｡このように,著者はそもそも既判力
概念の客観主義的な捉え方が必要とされる根拠を示しきれていないと言えよう｡第2に,
著者は既判力概念を通じて国際共同体の共通利益概念を抽出しようと試みるにも関らず,
その論証に先立って,既判力原則が ｢国際共同体の不可欠の価値｣を構成している点を前
置してLまっているC例えば著者によれば,｢裁判行為の力 [すなわち既判力]はそれが国
際共同体の不可欠な価値を構成する点に見出される｣と言う (p.236)｡それ故,著者の主
6)ここにいう｢客観主義｣はいわゆる｢社会学的客観主義｣(objectivismesociologique)あるい
は ｢連帯学派｣と呼ばれるフランス公法学の一学派を指すO国際法学の文脈では,デュルケム社
会学の系譜を踏むレオン.デュギー (LionDuguit)の ｢連帯｣(solidaritさ)概念を国際法学に
導入したジョルジュ･セル (GeorgesScelle)や二コラ･ポリテイス (NicolasPolitis)の唱え 八
た客観主義国際法理論を指すoその要諦は,法の基礎を社会連帯の事実,又は ｢社会的必要性｣ 四
に求める点にある｡
7)客観主義によれば,｢国際法はr国際共同体』の必要性から生じる社会連帯(solidaritessoclales)
の所産である｣oJeanSALMON(sousladirectionde),DicEionnairededroitinternational
public,Bruylant,Bruxeles(2001),p.764.それ故,客観主義は国際共同体論と近接する,あるい
はこれを前提とすると言うことができよう｡
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張は論点先取あるいは循環論法でしかないUちなみにこの問題は,客観主義法理諭の中心
的概念たる ｢連帯｣概念や ｢社会的必要性｣概念が自然法的発想と瓶似しているという,
法理論そのものに内在するアポリア8)に関わっており,本書ではこの間題が典型的な形で顕
在化しているとみなすこともできようo第3に,客観主義に基づ く著者の主張は ｢社会的
必要性｣という概念操作の封 吏な用語に依拠しており,それ故,相反する法概念の双方を
正当化するため,反ってその内笑が不確定なものとなっている｡例えば著者によれば,再
蕃手続が認められるのは ｢健全な司法 (unebonnejustice)という社会的必要性に依拠す
ることによって既判力を譲歩させる｣からであると説明されている (p.323)｡すなわち,
既判力と再審は抵触するものの,いずれも｢社会的必要性｣に根拠付けられることになる｡
このように,｢社会的必要性｣概念は.相矛盾する法制度をいずれいt当化し得るという点
で,分析概念としては有益てはないo第4に,既判力取別を根拠として国際社会の｢変容｣
を説くという点に無理があるOすなわち,裁判行為の付随効果として既判力を捉える場合,
当然に仲裁裁判判決にも既判力が認められることになるか,その帰結として,著者の主張
を敷桁すれば,伝統的仲裁裁判の古い歴史において既に ｢国際共1司体｣が出現していたこ
とになる｡それ放,極めて良い歴史を石する既判力原則に依拠することによって,国際社
会か ｢変容した｣と主張するのは困難であるO
以上のように,客観主義法界論に依拠 した著者の既判力論は数々の難点を抱えていると
言わざるを得ないが.他方で,これを完全に排斥するにはなお検討を要する点かあるOこ
の点を補足しておこう｡第1に,そもそも客観主義的既判力概念の基となったシャルル .
ド･ウイシ工 (CharlesdeVjsscher)の1965年論文では,何らの説明t)なしに,｢既判力
の根源はその社会的必要性 (nさcessitesociale)に有する｣と断言されており9).その他の
学説でも類似の概念が既判力の基盤としてJHL､られることが多い10㌧ただし.これらの学説
8)例えばグケン-イム (PaulGuggenheim)によれば,テユギイの客観主義法理諭か法の根源を
｢祉会連帯｣に甚礎付けることに対して,｢逆説的ではあるが,自然法理論の結論に類似した結論
を招くことになる｣と批判するoPaulGUGGENHEIM.≪LEonDuguitetledroitilternationa】≫,
ExtraltdelaRe乙,uL,Gc-ne'ralcdeDrotInternationalJhblic,Octobre-Dさcembre1959,No.4
(1960).p.8.あるいはまた,森川俊孝は客観主義法程論が自然法的推論方法に類似すると指摘するD
森川俊孝 ｢一般慣習liJ際法における意思主義と客観主義の相克｣山形大学紀要 (社会科学)22巻
2号 (1992年)125頁｡
9)CharlesDEVISSCHER.《LachosejugeedevantLaCourlnternationa】cdejustice》,R.B.
D,I,tome1(1965),p.5.CharlesDEVISSCHER,Aspectsre-ce〃tsdudlOitprole/duraldela
CuELy17lteynationaledejustlLe,Pedonc,Parts(1966),p 178
1()例えば,杉原高嶺は次のように説明しているD｢判決が既判力を生ずることによって,紛争当事
国は同一の紛頚をむL返して争うことが禁止さtLる｡この原則は.紛争の解決に終局的なけじめ
をつけ,もって社会における法秩序の安定を実現するための祉会的要請にもとづいているO判決
に満足できない当事者が,その紛争を際限なくむし返すことができるとすれば,社会規範として
の法の秩序維持機能は現実的効果をもちえなくなる｣｡彬/l訳高嶺『凶際司法裁判制度』(有斐閣 1996
年)344頁 (傍点玉田)0
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を客観主義の表現と捉えるか否かは論者によ-Jて異なり得るという点に注意すへさであろ
う｡第2に,著者の客観主義の視点を押し進めて考えると,実はコルブ(RobertKolb)の
議論とほぼ同内容のものてあるという,則二気つ くO｢強行規範｣に関するコルブの著書】L)で
は,種々の裁判原則が ｢司法的一体性の維持｣という共通利益概念を基盤とする ｢公益型
強行規範｣によって説明される12㌧ 二のコ,Lブの議論に.｢法的安定性｣という出際共同体
の共通利益概念を持ち込めば,ほぼパラレルに本書の議論が成立すると見てよいであろう｡
逆に,コルブの議論の中心にある公益 (uilZ/(ZSPubl2-C'7)概念を客観主義的に観念すれば.
これまた同様に,既判力に関する本書の結論が得られることになる｡このように.彼らの
議論の方向性を総括すると,伝統的な仲裁裁判の合意的性質 (caractereconsensuel)から
の脱却,すなわち同有の制度体を有する ｢'#観的｣存在とLての国際裁判制度を起立する
動きを見て取れる｡従って,確かに本書における著者の議論自体は大変粗いものであるが,
評価されることになるかも知れない｡
(4) 判決の有効性,無効確路訴訟と既判力の関係
既判力原則との関係で最も重要であり,それ故,伝統的に最も多く議論されてきたのは,
いわゆる判決の ｢無効原因論｣(lescausesdenulite)である13)D伝統的仲裁裁判を中心
に発展Lたこの理論によれば,一定の無効棟内が存在する場合,判決の有効性が認められ
ず,その結果,当然判決の既判力も認められないとされるoLかしなから,本書の著者は
無効原因論を取りたてて検討することもなく,これに触れるのは数箇所だけである｡その
中で最も問題となるのは,著者が,｢仲裁判決の無効確認訴訟は既判力を直接緩和する方法
ではない｣と述べている箇所である(p.312),著者によれば.｢無効確認訴訟は仲裁判決の
内容に拘わるものではなく,判決の有効性に拘iっるもの｣であり,この ｢特殊な法制度｣
においては ｢既判力は緩和される (attenuさe)のではなく無効化きれる (invalidさe)｣とい
う (p,312)DLかしながら,このような若紫の見解については問題があるD第 1に,既判
力の ｢緩和｣と ｢無効化｣という2つの概念の相違が明らかではない｡例えば著者は,既
判力の直接的 ｢緩和｣である判決再審は既判力に対する ｢根本的な侵害｣であると言うが
(p.322),既判力の ｢無効化｣がこれとどのように異なるのかは判然とLない｡第 2に,
著者によれば,無効確認訴訟は判例において .｢上訴｣と区別される形で形成きれており,
ll)RobertKOLB,The'()rleduiuscogens7'′lt･rlLatl'()nal.EssaiderelecturedlLCOnLL,Pt,PUP
55,RobertKOLB,"TheFormalSourceofIlsCngensinPublicInternationalLaw",Z･i,R, 二
B.53(1998),SS.69-105
12)拙稿 ｢紹介RobertKc'lb,The'orT(duluSCOgenS7-nternat7'onalIEssaiderelectTLredzLCOnCePt
(PUF,2001,399pp)｣国際法外交雑誌101巷1号 (2002年)128-129頁0
131判決の ｢無効原因論｣の中でもとr)わけ議論の多い ｢権限輪越｣をめぐる伝統的議論に関Lて
は,拙稿 ｢国際裁判における権限糠越諭 卜十･J法学論叢149巻6号 (2001年)1()9-112頁参照｡
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後者が判決の実質的判断 (1ebienjugさounon)を対象とするのに対し,無効確認訴訟は
これに踏み込まないという(pp.280-283)Oこの見解は,前訴と後訴の間の訴訟物の相違を
根拠とした通説的見解であるが,この通説は匡l際判例の解釈としてはさらに検討を要する
点であるように思われる14)O
以上のように,本書には無視し得ない難点が多々見受けられるものの,施めて多くの論
点を網羅し,さらにこれに客観主義法理論に基づ く再解釈を施しており,個性的であると
同時に注目に値する見解も散見される｡匡l際法上の既判力刷 りに関する紬の著作というこ
ともあり,少なくとも本書が踏み出した一歩は後続の研究者にとっての道標になろうO
八
14)通説によれば.無効確認訴訟は前訴判決の既判力に触れていない,すなわち後訴の訴訟物が前
訴の ｢請求｣と異なるため既判力が働かないというが,これが判例を正確に解釈したものではな
い,という点につき,拙稿 ｢国際裁判における権限橡趨論 (ニト 完｣法学論叢150巻 5号 (2002
年)127-128頁参照.
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